












































































































































































































































































































































































































































































(借)現金 80 (貸)社債 100
社債発行差金 20
(借)現金 20 新株予約権 20
甲南会計研究 No.1 (2007.3)
易に無償で発行されることが助長されるのであれば、規定そのものを見直す必要があると考える。
転換社債型新株予約権付社債の会計処理
従来、転換社債型新株予約権付社債および新株予約権付社債の会計処理に、区分法を用いた場
合には、新株予約権の対価相当額については、金利の調整部分と扱われ、繰延資産(社債発行差
金)として計上されていた。これは、従来、社債の発行会社については、その額面を負債の額と
して計上しなければならなかったことによる。このことは、転換社債型新株引受権付社債の会計
処理に一括法が用いられる理由および、資金調達手段として転換社債型以外の新株予約権付社債
が用いられない理由として考えられてきた。
会社計算規則では、払込みを受けた金額が債務額と異なる社債については、時価または適正な
価格を付すことができるとした(会社計算規則条項号)。これをうけて、金融商品に関する
会計基準26項では社債などについて、収入に基づく金額と債務額が異なる場合には、償却原価
法に基づいた価額をもって貸借対照表額とするとされており、社債発行差金を繰延資産として計
上することはなくなる。この取扱いを転換社債型新株予約権付社債に適用するなら、上記の例に
おいては、新株予約権の対価(20)を社債発行差金として計上する必要はなくなったことにな
る＊33。このような基準の変更によって、転換社債型新株予約権社債の会計処理に一括法を用い
る利点は、存在しなくなったとも考えられる。いいかえれば、区分法を用いることよって、社債
発行差金を計上しなければならなかったというデメリットは、社債発行差金そのものが計上不要
となったことで払拭されたともいえよう。
現行の会計基準では、転換社債型新株予約権付社債について、区分法を用いたとしても、一括
法に比べて会計上利益の額が減少するということはない。同様のことは、新株予約権付社債を発
行した場合についてもいえる。
以上のことを勘案すると、資金調達手段として新株予約権付社債が発行される場合に、転換社
債型新株予約権付社債を用いて、一括法によって会計処理することは、確固たる根拠をもたなく
なったと考えることができよう。
また、一括法が採用されていることが、転換社債型新株予約権付社債において、新株予約権と
しての対価の厳格に計算しなくてもよいとすることを助長するのであれば、一括法そのものを廃
止して、区分法による会計処理に統一することも検討する必要があると考えられる。
□ おわりに
現在、わが国における新株予約権付社債の利用状況をみると、資金調達目的での発行には、転換社
債型新株予約権付社債が用いられている。その理由は、転換社債型新株予約権付社債の会計処理にお
いて、一括法が利用できることにあるといえよう。
本稿では、昭和13年改正において転換社債が会社法制に導入されて以来の、法規定の変化と会計
基準の動向を検証してきた。ここからは、一括法による会計処理は、転換社債について、社債の発行
と将来の株式発行が同時に行われたとする考え方には整合するが、転換社債型新株予約権付社債を、
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社債の発行と新株予約間の発行と把握する立場とは、整合しないといえよう。
また、会社法の規定は、募集新株予約権の発行に解して金銭の払込を受けない場合を想定して構築
されているが、これは、従来の新株予約権付社債において、新株予約権部分を無償として発行してき
た実務を考慮したものと考えられる。この結果、新株予約権付社債において、新株予約権そのものが
財産的価値を持たない場合と、財産的価値を持つ新株予約権が何らかの対価を得た結果として無償で
発行された場合が混同されるという事態を引き起こしかねない。
立法の状況及び会計基準の推移を概観するに、今後、新株予約権については、その財産的価値を厳
密に計算し把握する方向性で、さらに法規定および会計基準が洗練されることが見込まれる。この方
向性で考えると、法規定においては、新株予約権の発行につき金銭の払込を必要としないことを定め
た規定を廃止し、さらに、転換型新株予約権付社債については、一括法による処理を可能とする会計
基準を改め、新株予約権付社債の会計処理は、区分法に統合するべきではないかと考える。
【追記】
本稿は科学研究費補助金(基盤B18330016企業リストラクチャリングの代替的手法)の助成によ
る。本稿執筆に際しては、法の経済分析ワークショップで研究報告を行う機会を得た。
